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長崎県東京産業支援センター指定管理者募集要領 

 

 長崎県東京産業支援センターの管理運営業務を効率的かつ効果的に実施するため、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及び長崎県東京産業支援センター条例（平成１７年長

崎県条例第６５号、以下「条例」という。）第４条の規定に基づき、以下のとおり指定管理者を募集

します。 

                                

１．対象となる施設の名称及び所在地 

 （１）名 称 

   長崎県東京産業支援センター 

 （２）所在地 

   東京都新宿区四谷一丁目１０－２ 

 

２．施設の概要等 

 （１）施設の沿革 

    長崎県東京産業支援センター（以下「支援センター」という。）は、東京都新宿区四谷に設

置し、長崎県の中小企業者等向けの貸し事務室及び食堂等として利用している施設です。 

・昭和４２年８月に新築 

地方職員共済組合の宿泊施設「長崎寮」として利用 

・平成１３年３月の長崎寮閉館に伴い、県内中小企業の首都圏における販路開拓及び本県 

情報の受発信活動ができる産業支援の拠点として再編整備することが決定 

・平成１３年度に、宿泊施設である長崎寮を支援センターとして使用するため、会議室・ 

事務室の室内改修、電気小メーター設置、給排水設備撤去などの大規模改修工事を実施 

・平成１４年４月から支援センター供用開始 

・平成１５年度に屋上防水工事を施工（平成２６年３月３０日を期限とする防水工事保証） 

・平成２６年度に耐震・外壁改修等工事を施工 

・平成２７年度に空調設備改修工事を施工 

・平成３０年度、平成３１年度（令和元年度）にＰＣＢ機器の処分を実施 

・令和５年度に１階レストラン外窓ガラス交換工事を施工 

・令和６年度に１階レストラン空調機更新工事を施工 
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（２）施設の構成 

階数 施 設 等 

４F 貸事務室 12室（内訳：12㎡×1、14㎡×4、15㎡×3、16㎡×2、 

32㎡×2） 

３F 貸事務室 13室（内訳：12㎡×1、14㎡×4、15㎡×3、16㎡×4、 

32㎡×1） 

２F 貸事務室 13室（内訳：12㎡×1、14㎡×4、15㎡×3、16㎡×4、 

32㎡×1） 

１F ロビー、管理人室、共用会議室（32㎡、12㎡、32㎡）、食堂（96㎡） 

B1F 機械室、電気室、食堂従業員控室、倉庫 

※貸事務室数３８室 

 

３．指定管理者が行う管理における基本的事項 

  適正な管理の観点から必要不可欠である業務運営の基本的事項は、次のとおりです。 

 （１）開館日 

    支援センター（貸事務室及び食堂を除く。）の開館日は、原則として、次に掲げる休館日を

除いた期間とします。 

    ①土曜日及び日曜日 

     ②国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

    ③年末年始（12月29日～翌年1月3日） 

      ※ただし、指定管理者が必要であると認めるときは、休館日に開館することができます。 

※貸事務室及び食堂については、入居者は開館日・閉館日に関わらず利用が可能です。 

 （２）開館時間 

    ①支援センター（貸事務室及び食堂を除く。）午前９時から午後６時まで 

     ※ただし、指定管理者が必要であると認めるときは、延長・短縮することができます。 

※なお、貸事務室の入居者は、セキュリティーカード等により随時支援センターへの出入

りが可能です。 

②食堂（営業時間）午前9時から午前0時までの間 

※ただし、今後変更となる場合もあります。 

 （３）公平性の確保 

    支援センターの管理運営にあたっては、支援センターを使用しようとする者の公平な使用に

ついて確保して下さい。 

 （４）使用料 
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    支援センターの使用料については、条例で定めており、指定管理者が使用料を変更すること

はできません。また、共益費については、充当すべき費用の支出状況を見て、県が適切な額

に適時変更することとします。 

    なお、入居者から徴収した使用料及び共益費については、県の収入となります。 

また、各事務室の電気使用料及び食堂の水道使用料については、使用料や共益費とは別に、

指定管理者が入居者から徴収を行うこととします。 

 （５）管理運営を通じて取得した個人に関する情報の取扱い 

指定管理者は、長崎県個人情報保護条例第11条の規定に基づき、「４．指定管理者が行う 

業務の範囲と責任」に定める業務を行うため個人情報を取扱う場合は、資料５「個人情報取

扱特記事項」を遵守してください。違反した場合は、同条例に規定する罰則の適用がありま

す。 

また、個人情報取扱事務に従事している者又は従事していた者は、当該事務に関して知り得 

た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはなりません。 

（退職後もその対象となります。） 

 （６）関係法令の遵守 

    指定管理者が、支援センターの管理運営業務を行うにあたっては、関係法令等を遵守しなけ

ればなりません。 

 

４．指定管理者が行う業務の範囲と責任 

  業務の範囲は、次の（１）～（７）のとおりとします。 

  ただし、業務範囲に掲げるすべての業務を一括して他の事業者に委託することはできませんが、

部分的な業務の委託については、専門の業者に委託できるものとします。 

また、指定管理者が行う業務の範囲内で、故意又は過失により、支援センター及び附属設備を 

き損し、又は滅失し、その他県又は第三者に損害を与えた場合には、指定管理者はその損害を 

賠償しなければなりません。 

（１）支援センターの使用許可に関する業務 

   ①施設の使用許可、使用許可の取消、使用の中止、使用許可事項変更届出の受理 

     ・支援センターの貸事務室及び食堂の使用許可の決定にあたっては、周辺地域における再開

発計画の進捗状況に応じた調整を行った上で、関係機関、有識者等からなる入居審査会を

開催し、その審査結果に基づき可否の決定を行わなければなりません。 

    ②会議室の使用許可に関する業務 

     ・共用の会議室を使用できる者は、入居用施設の使用許可を受けた者（以下「使用者」とい

う。）及び公共的団体とします。 

（２）使用料等に関する業務 

①支援センターの使用料等に関する業務 
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    ア）使用料徴収業務 

・使用者から使用料を徴収し、指定期日までに県へ納付します。 

    イ）共益費徴収業務 

・使用者から共益費を徴収し、指定期日までに県へ納付します。 

    ウ）使用料の減免、還付に関する業務 

      ・指定管理者は、公益上その他特別の理由があるときは、知事の承認を得て、使用料を

減額し、又は免除することができます。 

②光熱水費等の支払いに関する業務 

・使用実績に応じて、共用部分の光熱水費及び下水道使用料を支払います。 

・共用部分以外の光熱水費（各事務室の電気使用料及び食堂の水道使用料）については、 

指定管理者が一旦支払い、各小メーターにもとづき計算した料金を、入居者から徴収する 

こととします。 

（３）支援センターの保守・管理に関する業務 

    施設の維持管理に必要な清掃、機械警備、保守など各種のビル管理業務を行います。 

 （４）支援センター及び附属設備の維持及び修繕に関する業務 

     長崎県東京産業支援センター全体の維持及び修繕に関する業務を行います。ただし、食堂 

運営者が独自に設置した設備等に係るもの等は除きます。 

 （５）相談会の開催 

     中小企業診断士による相談会を２か月に１回開催することとし、併せて相談者に対しアン

ケートを行うこととします。 

 （６）入居企業者に関する実績調査 

     毎年、入居企業者に対する首都圏での営業実績等に関する調査を実施することとします。 

  （７）駐車場の管理に関する業務 

     支援センター前の駐車場管理を行うこととします。 
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５．管理運営経費等 

支援センターの管理運営に要する費用は、県からの負担金をもって充てるものとします。 

  （１）負担金の対象となる経費 

     県が支払う負担金の対象となる経費については、提出された事業計画書に基づき、指定（予

定）期間中にかかる基本協定を締結し決定します。 

 （２）リスク負担 

県と指定管理者のリスク分担は、以下のとおりとします。 

リスクの種類 内 容 

負担者 

県 
指 定

管理者 

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増  ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

住民及び使用者

への対応 

地域との協調  ○ 

施設管理、運営業務内容に対する住民、使用者

その他関係機関等からの苦情や要望への対応 
 ○ 

上記以外 ○ 

 

 

法令の変更 
施設の管理運営に影響を及ぼす法令変更 ○  

上記以外  ○ 

 

税制度の変更 
施設の管理運営に影響を及ぼす税制変更 ○  

一般的な税制変更  ○ 

政治、行政的理 

由による事業変

更 

政治、行政的理由から、施設管理、運営業務の

継続に支障が生じた場合、又は業務内容の変更

を余儀なくされた場合の経費及びその後の維

持管理経費における当該事情による増加経費

負担 

○  

不可抗力 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、

争乱、暴動、その他の県又は指定管理者のいず

れの責めにも帰することのできない自然的又

は人為的な現象）に伴う、施設、設備の修繕等

による経費の増加及び事業履行不能 

○  

書類の誤り 

県が責任を持つ書類の誤りによるもの ○  

事業計画書、指定管理者が提案した内容の誤り

によるもの 

 

 

 

 

 

 ○ 
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設備等の損傷 

指定管理者としての注意義務を怠ったことに

よるもの 
 ○ 

経年劣化を含む小規模修繕 

（１件あたりの単価が２０万円未満） 
 ○ 

経年劣化を含む小規模修繕 

（１件あたりの単価が２０万円以上） 
○  

第三者の行為から生じたもので相手方が特定

できないもの 
○  

第三者への賠償 

指定管理者としての注意義務を怠ったことに

より損害を与えた場合 
 ○ 

上記以外の理由による損害を与えた場合 ○  

セキュリティ 警備不備による情報漏洩、犯罪発生  ○ 

事業終了時の費

用 

指定管理の期間が終了した場合又は期間中途

における業務を廃止した場合における撤収 
 ○ 

（３）負担金の金額及び支払い方法 

負担金の金額は、県が適正であると認める金額の範囲内とし、具体的には、県と指定管理

者が協議のうえ、毎年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに締結する協定書で定め

ます。 

支払い方法については、概算払及び精算払により分割して支払い（※１）ますが、年度終

了後の精算時において、県が支出済みの負担金に余剰が発生する場合は、県へ返還していた

だきます。また、原則として、上記のリスク分担の負担者が県である場合を除き、負担金の

額の増額は認めていません。 

ただし、協定締結以降、人件費や物価の高騰等、指定管理者の責に因らない社会経済情勢

の著しい変化に伴い、管理運営に要する費用が負担金の金額を超えることが見込まれる場合

には、協議に応じます。 

 

     ※１）年間の費用の半額を当該年の９～１０月に、４分の１を１月頃に 

それぞれ概算で支払い、残額を翌年４～５月に精算払いします。 

 

  【参考】 県の負担金額   令和 ３年度    １２，５０５，８２５円 

                令和 ４年度    １３，６０５，８９３円 

                令和 ５年度    １３，７８３，４４４円 

                令和 ６年度    １３，８３７，２０２円 

令和 ７年度（予算）１４，０４８，０００円 
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６．指定管理者による自主事業の提案 

  指定管理者は、支援センターの設置目的に沿って、独自に企画・計画した自主事業を提案するこ

とができます。ただし、提案された自主事業は、県が承認した事業に限り実施することができるも

のとします。 

 

７．指定管理者の指定（予定）期間 

 （１）指定（予定）期間は、令和８年４月１日から令和１１年３月３１日までの3年間とします。 

    ※指定（予定）期間は、議会の議決終了後、正式に指定期間となります。 

 （２）ただし、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定に基づき、県は、公の施設の管理の適正

を期するため行った必要な指示に指定管理者が従わないとき、その他当該指定管理者による管

理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業

務の全部又は一部の停止を命ずる場合があります。 

 （３）また、支援センター周辺地域における再開発計画の進捗状況によっては、指定（予定）期間

の短縮が生じる場合があります。 

 

８．応募資格 

  指定申請書を提出することができる者は、次に掲げる条件の全てを満たす者とします。 

  ①地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当する者でな

いこと。 

   ※地方自治法施行令第１６７条の４第１項 

普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各号のいず

れかに該当する者を参加させることができない。 

    （１）当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

    （２）破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

    （３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条

第１項各号に掲げる者 

②指定申請書の提出期限の日から指定の日までの間において、国、長崎県及びその他の地方公共 

団体から指名停止又は指名除外の措置を受けている者又は受けることが明らかである者でない

こと。 

③指定申請書の提出期限の日以前６か月から指定までの間において、手形交換所で不渡手形若 

 しくは不渡小切手を出した事実又は銀行若しくは主要取引先から取引停止等を受けた事実が 

 ある者でないこと。 

  ④指定までの間において、会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条又は第６４４条の規定

に基づく清算の開始、破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第１項若しくは第１９条第

１項の規定に基づく破産手続開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７
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条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１

条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者（会社更生法又は民事再生法の規定に基

づく更生手続開始又は再生手続開始の決定がなされた者で、更生計画又は再生計画の認可の決

定された者を除く。）でないこと。 

  ⑤暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に掲

げる暴力団又はそれらの利益となる活動を行う団体（以下「暴力団等」という。）及び暴力団

等の構成員が役員となっている団体でないこと。 

⑥直近１年間の都道府県税、市町村税、法人税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

 

９．指定管理者の指定申請に関する提出書類 

指定管理者の指定を受けようとする者は、指定管理者指定申請書（長崎県東京産業支援センター

条例施行規則様式第１号）及び誓約書に下記の（１）、（２）に掲げる書類を添えて提出してくだ

さい。 

なお、グループで申請する場合は、グループの代表者を定めることとし、グループでの協定の 

締結にあたっては、構成員すべてを協定当事者とします。 

また、提出する前に提出書類チェックリスト（別添様式５）により確認をおこなってください。 

（１）事業計画書（下記事項を含む別添様式１） 

   ①支援センターの管理運営方針に関する事項 

   ②管理運営の内容に関する事項 

   ③自主事業の提案に関する事項 

④収支計画に関する事項 

  ※上記①～④の概要を１枚（Ａ３版横、様式任意）にまとめて、事業計画書の１頁目に３つ折 

りにして添付してください。 

  （２）附属書類 

   ①定款又は寄附行為 

   ②法人登記簿の謄本（申請書の提出日より３か月以内に取得したもの） 

   ③役員の名簿及び履歴書 

   ④団体の概要に関する書類（別添様式２） 

   ⑤貸借対照表（直近２カ年分） 

   ⑥損益計算書（直近２カ年分） 

   ⑦営業（事業）報告書（直近２カ年分） 

   ⑧都道府県税、市町村税、法人税、消費税及び地方消費税の未納がない証明 

   ⑨共同事業体協定書（グループで申請する場合のみ、様式は任意） 

※⑤～⑦について 

    新たに設立する法人又は設立初年度の法人にあっては、収支予算書又はこれに類する書類
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をもって、これらの書類の提出に代えることができます。 

      なお、グループで申請する場合は、構成員それぞれについてこれらの書類を添付すること。 

※⑧について 

     新たに設立する法人又は設立初年度の法人にあっては、添付を要しないものとします。 

なお、グループで申請する場合は、構成員全員の証明書を添付すること。 

（３）募集要領の配布 

   募集要領及び指定申請書等の配布を以下のとおり行います。要領及び指定申請書等様式はホ

ームページからダウンロードできます。 

①配布期間 

令和７年８月１日（金）から令和７年９月２日（火）まで 

②配布場所 

URL  https://www.pref.nagasaki.jp/object/shikaku-shiken-bosyu/boshu/739719.html  

※紙での配布等は行いません。 

 

10．指定申請書の提出方法 

（１）提出場所 

    〒850－8570 長崎市尾上町３番１号 

     長崎県産業労働部新産業推進課（担当：丸尾） 

（２）提出期間 

    令和７年９月３日（水）から令和７年９月１０日（水）まで（ただし、土曜日、日曜日を除

く。）の午前９時から午後５時まで。 

（３）提出方法 

    持参又は書留郵便。 

    ただし、書留郵便の場合は、提出期限の令和７年９月１０日（水）午後５時必着。 

（４）提出部数 

    提出部数は、正１部、副５部（副は複写可）の６部とします。 

    また、事業計画書及び提出された書類については、返却しません。 
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11．指定申請書等の提出にあたっての注意事項 

（１）指定申請書等の様式 

指定申請書等は、日本産業規格のＡ４の大きさとします。 

ただし、官公署の発行する証明書等やむを得ないものについては上記以外でも認めます。 

（２）言語、通貨、単位等 

指定申請書に用いる言語、通貨、単位等は、日本語、日本円、日本の標準時及び計量法 

（平成４年法律第51号）に定める単位に限ります。 

（３）重複提案の禁止 

申請１者につき、提案は１案とします。複数提案はできません。 

（４）指定申請書等の再提出等の禁止 

提出後の提出書類の再提出及び差し替えは、県が指示する場合を除き、認めません。 

（５）指定申請書等の取扱い 

・提出された指定申請書等の著作権は、申請者に帰属します。 

・提出された指定申請書等は、指定管理者を選定する以外の目的に使用することはありま 

せん。 

・提出された指定申請書等は、理由の如何を問わず、一切返却しません。 

・指定管理者候補者が県に提出する指定申請書等は、指定管理者指定後、県が公表できる 

ものとします。 

（６）提出書類の複製 

提出された書類は、選定を行う作業に必要な範囲で複製を作成することがあります。 

（７）指定申請の辞退 

申請受付後に辞退する場合には、必ず書面にて辞退届を提出してください（様式は任意） 

（８）指定申請に関する費用 

指定申請書等の提出及びその他申請に係る費用については、全て申請者の負担とします。 

（９）不正行為の禁止 

指定申請書等の記載に虚偽又は不正があった場合、その他申請法人及び関係者において 

不法又は不正な行為があった場合は、失格とします。 

（10）接触の禁止 

申請団体及びその関係者が、選定委員及び本件募集関係者に対して、本件審査に関して 

公平を損なう接触を行った場合は、失格とします。 

 

12．その他留意事項 

  管理運営に当たっては、ISO14001の趣旨を踏まえた環境保護の活動に積極的に取り組む必要があ

ります。 
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13．指定管理者の指定 

 （１）指定管理者の候補者を、条例第５条の規定に基づき、次の選定基準により総合的に評価して

選定し、議会の議決を経て指定管理者として指定します。 

①事業計画書等の内容が、支援センターを利用しようとする者の公平な使用を確保 

できるものであること。 

②事業計画書等の内容が、条例第３条各号に掲げる業務を行うことにより、支援センターの効 

用を最大限に発揮させるとともに、その管理に係る経費の縮減を図ることができるものであ 

ること。 

③指定を受けようとする者が有する物的能力及び人的能力が、事業計画書に沿った支援センタ 

ーの管理を安定して行うことができるものであること。 

④事業計画書の収支計画に関する事項の金額が、過去の実績に照らし、過大でないこと。 

 

14．選定方法等 

（１）選定方法 

    選定委員会において、事業計画書等の書類に基づき、指定管理者の候補者として、最も優れ

た指定申請者を選定します。 

（２）選定事務の所管 

    選定事務については、県産業労働部新産業推進課が行います。 

（３）選定基準 

    １．指定管理者の選定基準 

①事業計画書等の内容が、支援センターを利用しようとする者の公平な使用を確保できるも 

のであること。 

②事業計画書等の内容が、条例第３条各号に掲げる業務を行うことにより、支援センター 

の効用を最大限に発揮させるとともに、その管理に係る経費の縮減を図ることができる 

ものであること。 

③指定を受けようとする者が有する物的能力及び人的能力が、事業計画書に沿った支援セン

ターの管理を安定して行うことができるものであること。 

④事業計画書の収支計画に関する事項の金額が、過去の実績に照らし、過大でないこと。 

２．審査項目及びその配点 

別添の「指定管理候補者選定評価表」のとおり。 

３．選定結果の通知 

    選定結果については、指定申請者すべてに文書で通知します。 

       （令和７年１０月下旬～１１月上旬を予定） 
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15．協定に関する事項について 

  指定管理者の指定にあたっては、県との協議後、議会の議決を経て指定管理者の指定を行った後、

県と協定書を締結します。 

  指定管理者は、県との協定で定めた事業計画書を基に業務を行いますが、指定管理期間中に業務

改善などの提案がある場合は、県との協議の上、業務内容の変更ができます。 

 

16．募集要領等に関する質問及び回答 

（１）質問受付期間 

令和７年８月１日（金）から令和７年９月２日（火）まで（ただし、県の閉庁日を除く。）の 

午前９時から午後５時まで。 

（２）受付方法 

募集要領に関する質問書（別添様式４）に記載の上、13ページに記載の「問い合わせ先」まで、 

受付期間内に電子メールでお送りください。 

※電子メール送信後、電話にて受信確認を行ってください。 

（３）回答方法 

   随時、電子メールで質問者宛に回答するとともに、質問及び回答についてホームページに掲載 

します。 

 

17．現地説明会の開催 

施設概要等についての現地説明会を以下のとおり開催しますので、参加を希望する場合は、 

電子メールにてお申し込みください。 

（１）開催日時  

令和７年８月１８日（月） 午後２時～午後４時 

（２）開催場所  

長崎県東京産業支援センター （東京都新宿区四谷一丁目１０－２） 

（３）申込方法 

現地説明会参加申込書（別添様式３）に記入の上、令和７年８月１５日（金）午後５時 

までに、下記宛に電子メールでお申し込みください。 

 ※電子メール送信後に電話にて受信確認を行ってください。 

＜現地説明会参加申込先＞ 

      長崎県産業労働部新産業推進課（担当：丸尾） 

（電話：095-895-2526  E-mail : s05530●pref.nagasaki.lg.jp（●を＠に換えてください）） 
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18．その他 

（１）業務の継続が困難になった場合の措置 

指定管理者の責に帰すべき事由により、支援センターの運営業務の継続が困難になった場合

は、県は指定の取消及び協定の解除をすることができるものとします。その場合は、県に生じ

た損害及び第三者に与えた損害は指定管理者が賠償するものとします。 

（２）業務の引継ぎ 

当該募集により、現在の指定管理者が交替することとなった場合、 

① 指定管理者候補者は、県及び現在の指定管理者と、指定期間開始までの間の引継計画を

策定し、県に報告するものとします。 

② ①の引継ぎに係る費用は原則として指定管理者候補者が負担するものとします。 

③ 指定管理期間内に指定が取り消された場合又は新たな指定管理者候補者が決定した場

合は、業務の円滑な引継ぎについて県及び新たな指定管理者候補者に対して協力するも

のとします。 

 

●指定管理者の業務開始までのスケジュール 

１．募集要領の配布・・・・・令和７年８月１日（金）～９月２日（火） 

２．現地説明会参加申込・・・・・・・８月 15日（金）午後５時まで 

３．現地説明会・・・・・・・・・・・８月 18日（月）午後２時から 

４．質問の受付・・・・・・・・・・・８月１日（金）～９月２日（火） 

５．質問への回答・・・・・・・・・・ 随時回答 

６．指定申請書受付・・・・・・・・・９月３日（水）～９月１０日（水） 

７．書類審査・・・・・・・・・・・・９月１１日（木）～ 

８．選定委員会・・・・・・・・・・・９月 １９日（金）【予定】 

９．指定管理者候補者の決定・・・・・・・・・・・・・・ １０月頃 

10．指定管理者の指定（議会による議決・指定の告示）・・・１２月下旬 

11．詳細事項について協議・・・・・・・・・・令和８年１月～２月 

12．基本協定、年度協定の締結・・・・・・・・令和８年３月 

13．指定管理者による管理の開始・・・・・・・令和８年４月１日～ 

                

         ◎問い合わせ先 

   〒850－8570 長崎市尾上町３－１ 

                       長崎県産業労働部新産業推進課 

   担当：丸尾 

TEL 095-895-2526 FAX 095-895-2544 

                       E-mail ：s05530@pref.nagasaki.lg.jp 



指定管理候補者選定評価表

１．法人等に関する事項（１０点）

5

5

２．管理運営に関する事項（６６点）

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

③その他運営事項 6

３．自主事業の提案に関する事項（１２点） ６点×２項目＝１２点

6

6

４．収支・予算に関する事項（１２点） ６点×２項目＝１２点

6

6

100

４－１について
R3～R6の実績（53,732,364円）×3/4の金額40,299千円未満を6点とする。

40,299千円以上となる金額についての評価は、以下の表のとおりとする。

合　　　　　　　　計

１．上記①～②以外の運営に関する事項（事業計画『（8）
その他』の記載内容）は、支援センターの管理運営におい
て効果的なものであるか。

自主事業

１．支援センターの設立目的に沿った、申請者の持つノウ
ハウ等を活かした独自の入居者支援が考えられている
か。

２．自主事業の実施方法、経費負担の考え方について、具
体的に提案されているか。

管理運営の効率性

１．予算の範囲内で運営できるか。
事業計画書の収支計画に関する事項の金額が、過去の
実績に照らし、過大でないか。

２．経費の縮減について工夫がなされているか。

３．事故、緊急時の対応を考えているか。

４．施設管理の方法は使用者のニーズに沿っているか。

５．入居者の審査方法は妥当であるか。

２．公の施設として、公平な管理運営が見込まれるか。

３．自社の持つノウハウや業務実績などが管理運営方針
に活かされているか。

②管理運営体制

１．管理運営に必要な体制が考えられているか。休暇、退
職等の際の従事者の補充体制は十分か。

２．適当な経歴、能力を持つ従事者の確保が可能である
か。

６．施設の清掃や警備など、施設を管理するにあたり基本
的な考え方、方法が適切であるか。

７．施設の維持及び修繕に対する考え方、方法等は適当
であるか。

安定した管理運営

１．経営的に安定しているか。

２．同種の施設管理業務の実績があるか。

６点×１１項目＝６６点

①管理運営方針

１．支援センターの設置目的を理解しているか。

評価項目 評　　価　　観　　点 配点

５点×２項目＝１０点
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